委　任　状
　　年　　月　　日

経済産業大臣　殿

住所　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　実印　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人番号：　　　　　　　　　　　）

私は以下の認定を受けている事業計画について、以下の内容における手続の権限を、下記の者を代理人として委任します。

【対象事業計画】
	設備ＩＤ
	設備の設置場所
	委任する手続
	変更内容
（廃止届出の場合は記載不要）

	
	
	□変更認定申請
□事前変更届出
□事後変更届出
□廃止届出
	

	
	
	□変更認定申請
□事前変更届出
□事後変更届出
□廃止届出
	



記

代理人  　　住　　　所　　　
法  人  名
法人番号
代表者氏名
担当者氏名　
連絡先（TEL）
行政書士登録番号(※)：

（※）代理人が行政書士又は行政書士法人ではない場合
行政書士又は行政書士法人でない者が、業として他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書類を作成することは行政書士法違反となることを理解した上で、本件代行申請については、当該違反に該当しないことを確認しました。
□　上記注意事項を確認しました

また、一般社団法人　太陽光発電協会JPEA代行申請センターが代行申請者として、経済産業大臣への申請を代行することについても同意します。

※申請毎に委任状を添付すること。委任をされる事業者が同じ場合であり、かつ、手続区分が同一の場合に限り、一つの委任状にて、複数の申請を行うことが出来る。
ただし、一枚に記載することが出来ない場合、一枚に収まる設備ＩＤ分のみを記入し、残りの設備ＩＤについて、同様式を別途作成すること。

委　任　状委任日をご記入ください。
記載要領

　　年　　月　　日
経済産業大臣　殿事業者氏名および事業者住所をご記載ください。
法人名の場合、代表者氏名及び法人番号がある場合は、「法人番号」も必ずご記載ください。

住所　東京都千代田区霞が関１－１－１
氏名　経済産業株式会社
代表取締役社長　経済　一郎 実印　
　　　　　        　　　　　　　　（法人番号：0000000000000）

私は以下の認定を受けている事業計画について、以下の内容における手続の権限を、下記の者を代理人として委任します。
変更又は廃止をする事業計画の情報を記載してください。

【対象事業計画】
	設備ＩＤ
	設備の設置場所
	委任する手続の区分
	変更内容

	Ａ１２３４５６Ｂ７８
	東京都千代田区霞が関1-1-1
	· 変更認定申請
□事前変更届出
□事後変更届出
□廃止届出
	発電設備の出力を20.0kWから20.1kWに変更

	Ａ２３４５６７Ｂ７８委任する手続の区分にチェックしてください。

	東京都千代田区霞が関1-1-2
	· 変更認定申請
□事前変更届出
□事後変更届出
□廃止届出
	太陽電池のメーカーの変更。製造事業者について、Ｃ社が太陽電池の種類の製造の事業を行わなくなったため、Ｄ社に変更


変更内容を全てご記載ください。

記
代理人  　　住　　　所　　　
法  人  名
法人番号法人にて行う場合は法人名、代表者氏名、担当者氏名をご記載ください。
個人の場合は担当者氏名にご記載ください。
代理人は電子申請における登録者となります。
代理人の行政書士登録番号をご記載ください。代理人が行政書士また行政書士法人ではない場合には（※）以降の注意書きを確認の上、チェックをいれてください。


代表者氏名
担当者氏名　
連絡先（TEL）
行政書士登録番号(※)：

（※）代理人が行政書士又は行政書士法人ではない場合
行政書士又は行政書士法人でない者が、業として他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する書類を作成することは行政書士法違反となることを理解した上で、本件代行申請については、当該違反に該当しないことを確認しました。
□　上記注意事項を確認しました　　　

また、一般社団法人　太陽光発電協会JPEA代行申請センターが代行申請者として、経済産業大臣への申請を代行することについても同意します。

※申請毎に委任状を添付すること。委任をされる事業者が同じ場合であり、かつ、手続区分が同一の場合に限り、一つの委任状にて、複数の申請を行うことが出来る。
ただし、一枚に記載することが出来ない場合、一枚に収まる設備ＩＤ分のみを記入し、残りの設備ＩＤについて、同様式を別途作成すること。提出する委任状には、当該文章は記入する必要はありません。

